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ないJ(木村弘之『租税法学』税務経理協会， 1999年， 93頁)と称されているが， lかし， r個人の尊厳
の保障Jは， r憲法13条1文によって保護J(向上書， 93頁)されているのでなく， r確託1規定」とLて捉
えるべきものと考える。そうすると，当然に，憲法の「本質Jたる「個人の尊厳の保障Jは， r法治国家
における租税法の秩序」に「内質Jすべきも白と考える。
(14)杉村敏正博士は， r法治主義jについて， rドイツにおいて戦前に 般に説かれた『法律の支配』
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